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農業経営学の研究方法(ー)

レ
b判。 野 作次郎

一農業経営概念の検討

農業の具体的担い手は個別の経済単位である。 これを一般に農業経営とH手

んでいるが，農業生産の単位を経営と呼称することは厳密には柳か不可解な

用語のように考えられる。それは寧ろ農企業 CFarmBusiness) と呼ばれる

べきが適切で、，全農業は個々の農企業によって拘われると解訳すべきではな

かろうか。 このような解訳は農業の近代化概念や社会経済の一環として把握

されるべき農業生産力論争の立場からも妥当性を持つように考えられる。そ

ればかりでなく，農業生産の経済単{立を農企業と認識することによって従来

論議されて来た農業経営の目的論を一層明解ならしめるものとなろう O すな

わち， いわゆる農業経営と呼称される農業生産の経済単位の多くは，進行す

る商品経済化の下で，いわゆる永続休 (GoingConcern)としての性格を持つ

にはほど遠い未整備段階にある。 しかし，個々の経営者はすべて進化する商

品経済に対応しようと持続的最高の収益を目標にそれぞれの具体的な組織と

運用を通じて機能化させているO このような目的をもっ企業を組織し連常す

るのがすなわち経営の厳密な意味の概念であろう O 以上のごとく m解する
と，農業経営とは農企業の経営 (Managementof Fann Business)を12味

し，その職能は農企業の目標達成に関する諸原理，諸法日1Iを明かならしめる

ことにある。 しかしてこの原理は自然科学，社会利学，人文科学などに依拠

し，実態に即して，個々の農企業の目標達成を具体的ならしめるため，それ

ら純粋科学を当該の Firmの中に持ち込み時と場所に適応した有機体に統合

(組織編成〕し，その運用を整序した応用科学的体系である。

以上のように農業経営学は，農企業の目標をよりよく実現するための一般

的な原I!Rの追求と，体系化で，その原理的体系化はおのずから抽象的一般的

となろうが， この原J虫は本来的経常のあり方， あるべき経営を論理的に示唆

するもので，し、し、かえると，今日の農業経常はその殆んどが永続休 CGoing

Concern)としての性1??をおAっていないが，かかる状態の存続は全社会経貯の
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正常な発展にとってきわめて不健全で，可能な限り早期に健全な経営;こ改め

なければならなし、。 この改善活動を経営活動と呼び，経営活動のようどころ

を一般化したのがし、わゆる経営原理である。すなわち経営者の実行すべき行

動原理 CPrincipleof Action guide)で，このことは農業経営研究の方法を決

定する上で最も重要な点とし、えよう。 ことにここにいう原理とは，問題その

ものを解決するものではなく，問題の解決を逆行させる能力に関するもので

ある。この事は農業経営だけではない，実践科学 (Practicalscience)共通の

方法である。 したがって経営研究の任務は経営者の経営活動の能力の実態を

認識するとともに，その能力を啓発し，能力の発現力をj函養することを課題

とするものでなければならなし、。 Lかして問題解決の能力 (Abi1ity) は既存

の経営原理のみによって培われるものではなL、。きわめて広範に亘る知識

(実践を離れているとの評を受けたアカデニズムを合め〉を基礎とし，その

上に実践的能力啓発の研究を積重ねる努力を必要とする O とくに農業経営学

のような自然に基礎をおき，発生史的には産業分化の母胎であり， きわめて

複雑な内容をもった経済単位であるただけに，実践科学としての完成;こは特

;こ純粋科学である自然科学，それに人文科学や社会科学の成果を基礎としな

ければならなし、。又農企業の経営の能力 (Ability) は，そのあるべき姿の実

践性が要求されることから，それらの能力開発はおのずから以上のような基

礎科学の認識を前提とした具体的な経験とか，体験 (Experience)が重要な役

割を果すこととなろう。し、L、かえるならば，経営能力は基礎科学に関する知

識を前提とした実践行為によって一層培われ，その経験，体験が経営原理を

より科学的なものえと発展させるのである。

農業経営学の鼻租と称せられるテーアー CAlbrecht.D. Thaer)チューネン

CJohann H. V. Thunen)エレボー (FriedrichAereboe)など農業経営学の学

的体系を創始した独逸農業経営学者達は純粋科学と実践的経験を通じてそれ

ぞれの体系を確立したことは明なところであり， アメリカにおける径tミイ子の

体系もその殆んどが実際的経験を併せ持ち，叉臼本においても斯学のjU引を

方向づけて来た農業経営学者は実践的経験にほぼ等しい大量の農業淫討の観

察，調査，分析を経て，それぞれの経営学を体系づ、けて来たのである。最近

の農業経営学は漸次計数的研究を加味してより科学性を高め， また人間関係

や行動科学のアプローチの出現とともに，これによって従来の不備を;"f1}充
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L， I;!:会心理学，社会学，経済学研究の影響をうけーながらその水準を高めて

いるが，それら水準の高度化は同時に実践にうらづけられながら発展させ，

また発展させようとしているものである。

ニ農業経営学の研究領域

農業経営学は農企業体の経営の原理を追求しさらに発展的体系化合試みる

科学であることを明かにしたが，具体的にはこの原理をよりどころにして農

企業活動の不完全さの改普を実践化する活動を研究の対象とする学問である

ともいえる。すなわち，経営学は正しい認識方法をもって農企業の現実の不

完全さを把握し，その不完全さを原理によって改善するとし寸実践行為の研

究を任務とするもので，具体的には個々の農企業がどのような機能を果して

いるかを認識把握することを通じ，個別農企業の職能又は機能を研究するも

ので，このことが農業経営学のきわだった特徴であるといえよう。

したがって経営研究の中心的研究領域は主としてその再生産ー過程の実態，

あるべき姿を問う組織(Organization) と運用 (Operation) でそれは正に実

存の畏企業を対象とするものである。

(1) 実在としての農企業の認識

科学としての農業経営は農業生産単位の持つ一般的目標に即してその対象

を企業(農企業〉 と把握し，企業活動の一般的基準に則り，農業の特殊性に

依拠して考究することが，農業経営学の体系を科学的に位置す"けることが出

来ると考える。

したがって経営研究の研究領域は前述のごとく経蛍主の意識的側面におい

てとらえた個別の資本の運動を目的意識的に編成した組織を中心にそこでの

労働過程を徹底的に究明するとともに価値増殖過程の研究，ならびに経営決

定を規制或は支配する外部の諸事情，たとえば生産物，生産資料の{而絡変

動，新らしし、生産技術の開発，家族を含めた労働の質及び量の変化，経済的

或は制度の転換などが個々の農企業にどのような影響を及ぼすかについての

相瓦関係を究明することもその研究領域とする O

しかして，農業経営研究は主として実在の農企業の研究を対象とすること

から，し、かなる性格をもった農企業が存在しているかを明かにしてかかるこ
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とが重要である。この事は性格を異にした経営の行動原理を体系ずける上で

きわめて重要なことである。たとえば第 l表は日本の農企業体をそれぞれ呉.

った指標をもって表示したものであるが，経営学はこのように多様な性格を

もった個々の企業体に関し，それぞれの実態に即して発展条件をあますこと

なく展開するものでなくてはならない。

(2) 経営学研究方法

一般に従来の農業経営学は要素論，組織論，運営管理論の11既に配列されて

来たが，応用科学としての農業経営学は農企業組織，運用の具体的な認識に

出発することが重要である。農業経営学が実践科学とか応用科学と強調され

ながらも抽象的で、あるといわれたり，技術学と評された理由は農企業の具体

的な分析を基礎としなかったところにあるものと考えられるO この事は労働

過程と価値増殖過程を統合する組織を取扱い， またその運営を合理的ならし

めるといった具体的な決定を導かなければならない経営学体系を確立する上

できわめて重要な反省といえよう。

農企業の識識にはいろいろな方式があろうが最も典型的な方法は企業資本

の存在形態である資産の質と量を明確にするとともに，その機能的性格を明

確にすることが必要であるO 例えば，資産としての土地は単なる規模だけで

はなくその機能が個別資本の価値実現を左右することから可能な限り生産能

性を基礎とした正確な土地分類を行うことが必要であるO このことは土地の

みに止まるものではない，個別農企業に所属するすべての資産について同じ

ような考察が必要である。 このような把握の必要性は，農企業そのものは抽

象化されたいわゆる個別資本の「価値増殖過程」やそれらの具体的な労働過

程」を説明するだけのものではなく，それは生成，発展，消滅の歴史的過程

をその中に含めた特殊歴史的規定性によって現実化したものであって，その

特殊性とはいわゆる個別資本の具体的形態をなす各種資産の生産能性が全資

産の結合方式によって発現するという事実にもとずくものだからである。

以上は農企業資産の静態的把握の方法であるが，農企業における価値増殖

とか，例別資本の運動過程を把援するためには，かかる静態的把復だけで、は

不十分で、ある。それを完全に近ずけるためには時間的流れにおいて，それぞ

れの資産がどのようにして価値増殖に機能するかを完全に追析することが重
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要であろう。この事は良企業認識の第一のステップといえようO

農企業認識の第二のステップは，いわゆあ資本の価値循環の過程， iG-W 

(Alp-WF GFJに即して諸過程を的確に把握することが必要であろう 0

すなわち，市場に依存すべき部門である購買部門，例えば生産のために投入

される一切の労働，生産財の購入や生産物に移行する悶定資産の年費用等の

正しい把握， W'-G'のいわゆる販売管理過程の正しい把握，作物，家畜及

び加工音fl門に割り当てられた資源とそれに対応した生産量，生産額の正しい

把握を通じてさらに能率 (E伍iciency)の分析が必要である。ここで指す能率

とは個別資本の能率を指すことは当然であるが，幾企業の特殊性に鑑み，労

働能率，土地生産能率，家禽種類別生産能率等についてもそれぞれの生産，

生産性水準が解明されるとともに，それぞれの水準を規定した要因について

の相互関連性の解析が重要で・ある。 この解析は資産の正しい評価を可能とす

る外，その後における各種資源の適正比例結合を示唆する基礎となろう。

般に農業資源、の評価は抽象的に行われているが，生産に参加している資源、は

具体的な生産の組織体に位置す守けられ， それぞれの機能を発揮しているもの

であることから，資源の抽象的評価のみでは正しい計画を案出することに出

来なL、。

以上のごとき認識を通じてより完全な農企業の組織体を編成することにな

るが，それらを通じて提起される課題は凡そ次のごときものとなろう。

(1) 賦存資産を最大限に有用に使用する方法如何

(2) 如何なる作目を基幹とし，如作なる作付体系を選択すべきか

(3) 如何なる家畜，如何なる規模で飼育すべきか

(4) 如何なる機械化体系を準備すべきか

(5) 如何なる生産技術体系を採用すべきか

このような課題に対して個々の農企業は資源の性格をより科学的に究明す

るとともに，それらを具体化するための流動資産，なかんずく流動資金との

関連において最終の決定をする。 これらの決定に際して最も基礎的な資料は

冒頭に述べた純粋科学であり，特に自然、科学の知識は農企業の長期的発展を

基礎ずけるものとして重要である。

(3) 経営学研究の手段
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農企業の目的達成のために編成される組織の決定において反 .f~f要求される

課題は (1) 何をそれぞれ如何ほど生産すべきか， (2) 何をいかほど投入す

べきか， (3) 資源の適当結合は如何にあるべきか，で応用科学としての農業

経済学はそれらの決定に対し，古ii述の自然科学の資料を基礎に経済分析の手

法を適用し，それら課題の最終決定を行う，一般にこれを生産経済学原理と

呼称しているが，農企業におけるこの原理の適用には次のような配慮が必要

で‘ある。
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一般に生産経済学 CProductionEconomics) の適用は農企業における資源

の配分 (ResourceAlocation) を確定するために有用な方法 (Method)とし

て使用されているが，生産経済学の適用に関する経営研究は尚不完全であ

る。特に農業生産の有機性と資源結合 (Resourcescombination) における補

完 (complementary)或は補合 (Supplementary)関係を完全に見究める研究

に欠けている。要素の適正な結合 (Optimumcombination of the factors) 

や産出割合の決定 (Optimum∞mbinationof outputs) は生産過程において
常に論議されており，その解符を見究める上で有用な方法であるにも拘ら

ず，農企業の組織，運用上に十分に活用されていなし、。生産経済学の適用は
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当該企業の不健全さを要素結合のあり方と産出量決定の双方から，或は又そ

の運用過程の不健全性をも指てき出来るばかりでなく， この方法の適用によ

る分析を通じて農業と他産業の交渉を説明する生産構造，生産関係のあり方

或はその認識を容易にすることが出来る。

具体的な農企業の発展を考慮する場合，一般に生産経済理論の機能を発iJfl

させるためには当該農場の持つ生産函数を準備することが大切である。その

解明はそれほど困難な問題ではないにもかかわらず屡々当該農場と関係のう

すいところで得た係数を使用して意志決定の助けとしているのは極めて大き

な誤である。近年線型計画法 (LinearProgram) の適用がさかんになってお

り，その科学性が十分に評価されているにもかかわらず屡々実践の場で疑わ

れているのは係数設定が非科学的だからといってよL、。

さきに経営能力は純粋科学と経験の相互積重ねによって培はれることを記

述したがそれらの具体的発展は正に計数的把権と計数的処理の能力に帰する

ものと考えられる。計数把握は側々の農企業固有のものを基礎とすべきで，

かかる係数を使用してこそ科学的な改善を方向ずけることが出来るのであ

る。一般に生産経済学の適用は大きく分けて 3つとなろう，第 1は投入産出

の関係を究明することであり，第2は投入と投入の関係を究明すること，第

3は産出と産出をめぐる問題に解答を与えるものである。第lは最大収益を

もたらす投入量と産出を決定するし，第2は如何にして最低の 1 ストで生産

するかを明かにし，最後は限られた費用の下で如何に多くを産出するかを見

究めようとするものである。従来農業経営学をもって技術学であるとの評を

受けた側面は農企業活動の決定に先だっ選択が以上に述べた生産経済学的手

法と，生産経済的手法を適用する前提として生産要素と産出といった秘めて

具体的技術問題を基礎としているためで，具体的な行動決定が常に変化する

技術，変化する価格に対応するような選択をしなければならなかったことに

対する一面的認識を免れなかったことによるO

仏) 農業経営研究と生産構造

ある時点における農企業の行動を静態的に分析するとき，それは農企業の

目的を達成するために組み立てられた技術単位と理解されるとともにあるべ

き技術体系を媒介としてその目的を達成しようとしている。このあるべき技

術体系は経済学的評価を受けるがその展開には必ず一定規模の拡大を前提と
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する。かくて農企業におけるあるべき技術体系は個別企業に終始するもので

はなく特定の技術体系によって組み立てられた農企業の歴史性と社会性の評

価が関われることとなろう。農企業が積極的に生産力を高めるための技術導

入をはかつて来た1950年以降，農業構造論が経営学の領域として論議された理ー

由は実に農企業の社会性とその展開の基礎である新らしい技術体系が構造変

化を伴わずしてその機能を発揮し得ず， したがって農業生産力の展開のない

ことが明かだったからである。

例へば農企業の基礎である土地利用は具体的な作物生産を媒介とするが，

土地の特つ生産能性と作物の生育成長生理は有機的に合体して発現するもの

で， とくに特定の作付式が生産能性を発現し発展させるのが技術的一般論で

あるO しかして一般に高い生産能性を持つ作付式の導入は一定規模以上の土

地の広がりを必要とし，叉従来に比べ機械化の程度を強めることとなる。養

畜部門の合理化においても同様で労働効率の高い飼育方式への転換，飼料効

率の高い飼育方式への転換は土地利用を含めた各部門の拡大が前提であるO

このごとく農企業の展開と発展は技術の媒介を抜きにして考えることは出来

ないが，技術の導入は構造を抜きにしては全く不可能でここに経営学が経営

合理化を体系ずける上でそのよりどころを生産構造変革の中に求めることこ

そ科学的経営学体系化の道といえよう。 1960年代になって急増した共同経

営，協業経営と呼ばれるものや1970年代の農業のシステム化論の基本理念は

働く農業者の倶ijから見る限り従来の停滞的な生産力を構造改革によって非農

業のそれに近す。けようとしたものと解すべきである。

従来，日本資本主義の展開は農業の位置ずけを全体への機能の根元的役割

を果すものとするがごとき制度の中において来たため， 日本の農業経営学に

おける農業生産単位のとらえ方もおのずから私経済的に偏っていたといえよ

う。 したがってそこでとらまえられている個別生産単位の与件の確定は生産

要素である土地，労働，資本の性格そのものの重視や生産単位をとりまく外

部条件の把握の仕方においても極めて短期的なものとなっていたといえよ

う。 1955年までに到る日本の農業が600万ha，500万戸の生産単位によって維

持されて来たという歴史的事情と過去の日木の農業経営学にはそれなりの貢

献があったのであろう。

1955年以降， 日本の高度経済成長は農業内労働力と資本を流れのごとく非
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農業へ移動させ， ここに農業生産力の問題が社会的に問題となるに及び経営

学研究も従来の私経済的認識から社会科学的認識えと移行し，特にその歴史

性を重視して来た。各国における農業経営学発展の系譜をその背景として，

その基礎であったそれぞれの国の発展段階，諸制度と併せ農業生産を具体的

に担う個別農企業の合理化を体系的に研究するように変貌しつつあるが，現

段階における吾が同の農業経営研究の苦悩は非近代的な農業制度， (おくれた

農地制度，金融ililjJ1t，及び市場制度〉の下で，笑践科学としての近代的農業

経営体系の実践化が阻まれていることである。 これを如何に解消するか，個

別農企業の価値実現過程 G-W'とW'-G'の両側miに関する基礎的研究を全
経済体系の中で位置す、けすべき段階に来ているといえよう。
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